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公的資金による研究開発プロジェクトの費用便益分析手法に関する研究（２） 

－公的研究開発投資による経済的・社会的便益の分析－ 
 

○幸本 和明（ＮＥＤＯ、東工大），吉田 准一（ＮＥＤＯ）， 

岸岡 三春（テクノリサーチ研究所） 

 

 
１．はじめに 

 人的資源、エネルギー資源、食料等の制約がある

日本において、経済の持続的発展のためには技術

力の向上が不可欠である。NEDO は、民間企業独自

では実施できない研究開発に対して研究開発投資

を行い、日本の産業競争力強化に一定の役割を担

ってきた。他方、政府の財政が逼迫する中、公的資

金による研究開発投資についても、その必要性、効

率性、有効性の観点からの評価が求められている。 

 NEDO では、平成１３年度より研究開発プロジェクト

の中間評価及び事後評価を行い、研究開発プロジェ

クトの技術的成果（アウトプット）に対する評価を行っ

てきた。また、研究開発プロジェクトにおいては、プロ

ジェクト終了後、一定の時間を経た後に、様々な形で

経済的・社会的効果（アウトカム）をもたらすことから、

研究開発プロジェクト終了後の追跡評価を平成１６年

度より実施してきたところである。しなしながら、これま

で行われている追跡評価は、研究開発プロジェクトと

経済的・社会的効果との因果関係の把握が中心とな

っており、定量的な評価についての研究はほとんど

進んでいない。また、一部で行われている NEDO の

研究開発プロジェクトの貢献度などの調査[１]につい

ても、プロジェクトを実施した場合と、仮説としてプロ

ジェクトを実施しなかった場合との比較から、プロジェ

クトによる追加的な効果（アディショナリティ）を推定し、

その結果から費用便益分析を実施した例はほとんど

ない。 

 筆者らは、NEDO が過去に実施した太陽光発電に

関する研究開発プロジェクト（以下「プロジェクト」とい

う。）を対象に、プロジェクトによって、太陽光発電の

発電単価がどの程度低減したかを推定した。具体的

には、NEDO 及び民間の研究開発投資額から技術

知識ストックを算定し、技術知識ストックによって太陽

光発電システムによる発電単価が低減するモデルを

策定した。そして、このモデルから、プロジェクト実施

ケースと非実施仮説ケースにおける発電単価の推定

を行った[2]。（以下、本要旨においては、当該研究を

「先の研究」という。） 

 本稿では、先の研究で推定したプロジェクトを実際

に実施した場合（実施ケース）と、仮説としてプロジェ

クトを実施しなかった場合（非実施仮説ケース）にお

ける太陽光発電の発電単価の変化から、プロジェクト

の経済的・社会的効果を算定する方法について検討

した。そして、その結果から、プロジェクトの研究開発

費を費用、経済的・社会的効果を便益として、費用便

益分析を試みた。その結果及び考察並びに今後の

課題を報告する。 

 

２．研究の方法 

 図 1 に研究方法の全体手順を示す。 初に、太陽

光発電の発電単価と太陽光発電の発電量の関係か

ら、需要曲線を推定した。続いて、先の研究において

求めた NEDO プロジェクトの実施ケースと非実施仮

説ケースのそれぞれについて、需要曲線に基づき消

費者余剰及び CO2 排出削減効果を算定した。そし

て、実施ケースと非実施仮説ケースの差を NEDO プ

ロジェクトによる経済的・社会的効果とした。 後に、

NEDO 研究開発投資を費用、経済的・社会的効果を

便益として、費用便益分析を行った。具体的な手順

を以下に示す。 

 

（１）太陽光発電に関する需要曲線の推定 

 需要曲線は、次の①〜③の手順に従って、発電単

価と発電電力量の関係を求めた。 

① 発電電力量 

 まず、財団法人新エネルギー財団(NEF)が住宅用

太陽光発電導入促進事業で公表した年度別・都道

府県別住宅用太陽光発電システム導入状況（設備

容量）[3]及び都道府県別 kW 当たりの年間発電電力

量[4]のデータを用意した。この結果から、1997 年〜

2003 年までの都道府県毎の年間発電電力量を式１

により算定した。 

 

年間発電電力量(円/kWh・年)=設備容量(kW)×

kW 当たり発電電力量(kWh/年・kW) ・・・ 式１ 
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② 太陽光発電システムの発電単価 

 同じく住宅用太陽光発電導入促進事業において、

NEF が公表した 1997 年〜2003 年までの都道府県毎

の太陽光発電システムの価格のデータを用意した。

当該システム価格は、補助金交付額を控除した価格

である。なお、本データは、東京大学 松橋教授がま

とめられたものを、松橋教授の好意により提供いただ

いたものである。 

 続いて、運転年数発電原価法[4]により、システム価

格から発電単価を算定した。ここで、太陽光発電に

おいては、年間運転経費は 0、耐用年数は 20 年、金

利は 4%としている。また、年間発電電力量は、①で求

めたものを用いた。 

③ 需要曲線の推定 

 需要曲線は、上記①で求めた発電電力量と②で求

めた発電単価から算定を行った。なお、実際に需要

曲線を推定する過程では、発電電力量に影響を及

ぼすと考えられる要素を説明変数に加えて分析を行

った。 

（２）NEDO プロジェクト実施ケース及び非実施仮説ケ

ースの発電単価 

 先の研究において推定した、1983 年から 2005 年ま

での、プロジェクト実施ケース及び非実施仮説ケース

の発電単価を用いた。 

（３）NEDO プロジェクトによる経済的・社会的効果の

推定 

① 経済的・社会的効果の推定に係る前提条件 

(a) 経済的・社会的効果の分析の対象 

 筆者らのこれまでの研究において、太陽光発電に

関する研究開発プロジェクトでは、様々な経済的・社

会的効果を生み出したことを明らかにしている[6]、[7] 。

本研究では、これら経済的・社会的効果の中でも、貨

幣価値化が比較的容易な消費者余剰及び CO2 排

出削減効果を分析の対象とした。 

(b) 分析の期間 

 本研究では、1983 年〜2010 年に設置された太陽

光発電システムを分析の対象とした。この場合にお

いて、太陽光発電の発電単価については、1983 年

～2005 年は実績値（一部推計を含む）を、2006 年～

2010 年は、2005 年から変化が無いものとしている。ま

た、太陽光発電システムの耐用年数を 20 年間とする

と、2010 年に設置された太陽光発電システムは 2029

年まで稼働すると考えられることから、分析の期間は、

1983 年〜2029 年とした。 

② 消費者余剰分析 

 （１）で推定した需要曲線から、消費者余剰を算定

するための関数を導出した。続いて、この関数を用い

て、プロジェクト実施ケース及び非実施仮説ケースに

ついて、各年毎の消費者余剰を算定した。そして、

実施ケースと非実施仮説ケースとの差を NEDO プロ

ジェクトによる消費者余剰とした。 

③ CO2 排出削減効果 

 プロジェクト実施ケース及び非実施仮説ケースにお

ける各年の発電単価から、③で推定した需要曲線に

基づき、各年の発電電力量を算定した。そして、各年

の発電電力量に、太陽光発電における CO2 排出削

減原単位を乗じることにより、各年の CO2 排出削減

量を算出した。そして、各年の CO2 排出削減量に、

CO2 排出権取引価格を乗じることにより、各年の

CO2 排出削減効果を算定した。そして、実施ケース

と非実施仮説ケースとの差を NEDO プロジェクトによ

る CO2 排出削減効果とした。 

 

（４）費用便益分析 

 費用については、NEDO 研究開発投資額とした。ま

た、便益については、本研究では、消費者余剰及び

CO2 削減効果とした。そして、所定の割引率を設定

し、純現在価値(NPV)を算定した。 

 

３．結果及び考察 

（１）太陽光発電に関する需要曲線 

 図2は、1997年〜2003年における都道府県別の買

電単価当たり太陽光発電の発電単価と世帯当たり発

電電力量の関係を示す。プロット全体の傾向として、

太陽光発電の発電単価が安価となるに伴い、発電電

力量が増大することが判明した。また、発電単価は、

年度が後になるに伴って安価となり、年度によって傾

向が異なる結果となった。そこで、式 1 により、太陽光

発電の需要曲線を推定した。 

 

ln(W/H)=αln(p/pp)+βln(def/pp)+γln(I/pp)+δt+C ・

・・ 式 1 

 

 ここで、W:発電電力量、H:世帯数[7]、p:発電単価、

pp:買電単価、def：GDP デフレータ、I:世帯当たりの

県民所得[9]、t:年次、C:定数とし、α、β、γ、δは各パラ

メータの係数である。説明変数に GDP デフレータを
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図 3 消費者余剰の推移 

表１ 需要曲線における係数の回帰分析結果 
小自乗法 操作変数法  

回帰係数 ｔ値 回帰係数 ｔ値 
α -3.88358 12.0825 -4.85201 12.8286 
β 12.74272 8.2500 14.1651 8.90157 
γ 0.3486 1.5630 0.49565 2.17388 
δ -0.01195 0.3280 -0.10374 2.51981 
C 9.78629 0.1360 192.422 2.36202 

Radj
2 0.6919 0.685712 

DW 比 1.3524 1.40794 
 

加えたのは、太陽光発電の購入においては、物価変

動が影響を及ぼすと考えられるためである。また、県

民所得を加えたのは、太陽光発電システムは選択的

支出費目であると考えられることから、所得の影響を

大きく受けると考えられるためである。 

 式４のモデルについて、 小二乗法及び操作変数

法によりα、β、γ、δ及び C の推計を行った。操作変数

法では、都道府県別 kW 当たりの年間発電電力量

（すなわち日射条件）、ln(def/pp)、ln(I/pp)、t 及び C

を操作変数とした。その結果を表１に示す。 

 その結果、操作変数法による推計では、α、β、γ、δ、

C は有意水準が 5%未満となり、決定係数(Radj
2)、ダー

ビン・ワトソン比(DW 比)ともに大きな問題はなく、統計

的に優位な結果となった。そこで、需要曲線は操作

変数法により推計したものを採用することとした。 

 式４を変形し、各パラメータに数値を代入すると、t

年における需要曲線は式 2 のとおり表すことができ

る。 

 

 Wt=Ht・deft
14.2・It

0.496・ppt
-9.81・pt

-4.85・e-0.104t+192・・・式 2 

 

（２）NEDO プロジェクトによる経済的・社会的効果の

推定 

① 消費者余剰分析 

ある年に設置された太陽光発電システムによる消費

者余剰は、以下の通り算定した。 

(i) 1983 から 2010 年の全ての年について、需要曲線

に基づき、前年と当年における価格差と発電電力量

から消費者余剰を算定した。 

(ii) 当該太陽光発電システムの消費者余剰は当該シ

ステムの設置から耐用年数である 20 年間稼働し、そ

の間継続的に、設置年と同額の消費者余剰を生み

出すものとした。 

(iii) 太陽光発電システムの当該設置年における消費

者余剰は、 (i) で算定した1983年から当該設置年ま

での消費者余剰の和とした。 

(iv) ある年における消費者余剰は、異なった年に設

置された稼働中の太陽光発電システムが生み出す

消費者余剰の和とした。 

 また、図 3 は、プロジェクト実施ケース及び非実施ケ

ースにおける各年の消費者余剰を示す。その結果、

プロジェクト実施ケースは非実施ケースと比較して、

消費者余剰が大きく増大していることが判明した。こ

の差分がプロジェクトによる消費者余剰のアディショ

ナリティであると考えられる。 

② CO2 排出削減効果 

プロジェクト実施ケース及び非実施仮説ケースに

おける各年の発電単価から、需要曲線に基づき、各

年の発電電力量を算定した。そして CO2 排出削減

効果は、式 3 により算定した。 

 

CO2 排出削減効果=W・Int・ETP ・・・ 式 3 

 

 ここで、Wは発電電力量、IntはCO2排出削減原単

位 、 ETP は 排 出 権 取 引 価 格 で あ る 。 Int は

0.378kg-CO2/kWh、ETP は 1,212 円/kg-CO2 とし

た。 

 また、消費者余剰と同様に、プロジェクト実施ケース

及び非実施ケースにおける各年の CO2 排出削減効

果を算定した。その結果、プロジェクト実施ケースは

非実施ケースと比較して、CO2 排出削減効果が大き

く増大していることが判明した。この差分がプロジェク

トによる CO2 排出削減効果のアディショナリティであ

ると考えられる。 

 

（３）費用便益分析 

 NEDO 研究開発投資額を費用として、上記（２）の

消費者余剰及び CO2 排出削減効果のアディショナリ

ティを便益として、NPV を算定した。NPV は式 4 により

表すことができる。 

 

( ) ∑∑∑
===

−=−=
2005

1983

2029

1983

2029

1983
2029

t
pt

t
ptptpt

t

CBCBNPV ・・・ 式 4 

 

ここで、Bpt は t 年における便益（消費者余剰及び

CO2 排出削減効果）、Cpt は t 年における NEDO 研

究開発投資額である。基準年は 2005 年、割引率は、

４％とした。 

 費用便益分析の結果を表 2 に示す。その結果、

NPV は、2570 億円となり、NEDO 研究開発投資額よ

りも消費者余剰及び CO2 排出削減効果の方が大き

－720－



表 2 費用便益分析の結果 

（億円） 

便益 
費用  

消費者 

余剰 

CO2 排出 

削減効果 

純便益 

2,700 5,270 5,140 130 2,570 

くなることが分かった。したがって、当該プロジェクトは、

研究開発投資額以上の経済的・社会的効果をもたら

していると考えられる。ただし、本調査において便益

の対象としたのは、消費者余剰及び CO2 排出削

減効果のみであり、太陽光発電メーカ等の生産者

における便益、スピルオーバー効果、エネルギー

自給率向上効果、研究開発によってもたらされる

2011 年以降の将来的な便益等は加味していない。

したがって、便益を過小評価していることに十分

留意する必要がある。 

４．今後の課題 

 本研究では、消費者余剰及び CO2 排出削減効果

を便益の対象として分析を行った。しかし、便益とし

ては、これら以外にも、生産者余剰や石油代替効果

等もあると考えられることから、今後これらの算定方法

について検討する必要がある。また、太陽光発電の

普及による経済的・社会的効果は、太陽光発電メー

カのみならず、原料シリコン供給メーカ等の関連産業

へも波及していることから、今後、これらの効果の算

定方法についても検討が必要となる。また、本研究で

は、2010年までに設置された太陽光発電を分析の対

象としたが、2011 年以降の将来の便益推定手法に

ついても検討が必要である。具体的には、技術の導

入シナリオを設定し、マクロ経済動向等の見通しを加

味した上で、消費者余剰等を推定する手法を開発す

る必要がある。また、別のプロジェクトへの適用を考え

た場合、研究開発によっては、価格低減のみならず、

性能向上をもたらす場合がある。このような製品にお

ける、消費者余剰の算定方法についても検討が必要

となる。 

 

５．まとめ 

 筆者らは、太陽光発電の発電単価と太陽光発電の

発電電力量の関係（需要曲線）を推定するとともに、

先の研究で推定したプロジェクトの実施ケース及び

非実施ケースにおける太陽光発電の発電単価の変

化から、消費者余剰及び CO2 排出削減効果を算定

した。そして、実施ケースと非実施ケースにおける消

費者余剰及び CO2 排出削減効果の差分を NEDO

プロジェクトの経済的・社会的便益として、NEDO 研

究開発投資額との費用便益分析を行い、把握した。

また、その結果、投資額よりも経済的・社会的便益の

方が大きくなることが分かった。 
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